
 

E-KIZUNA フォーラム宣言 

 

 地球温暖化対策が喫緊の課題である今日、電気自動車（EV）がもたらす低炭素社

会の実現に向けて、我々、EVに関連する事業に取り組む企業及びEVの普及を目指

す自治体は、次の共通認識のもと、産業界と自治体の絆を強化し、EV の普及に連携

協力して取り組んでいくことを宣言する。 

  

１ 温室効果ガス排出量削減策としての EVの普及の必要性 

温室効果ガスの排出量全体に占める自動車からの排出量の割合が依然とし

て大きい現状において、EV の普及は、自動車からの温室効果ガスの排出量削

減のための最も優れた解決策の一つである。 

 

２ 持続可能な環境技術立国の構築に向けての EVの普及の有効性 

EVの普及は、地球温暖化対策だけではなく、新しい産業の育成や我が国の高

い技術力の維持と産業競争力の向上に寄与するものであり、環境技術立国を目

指すうえで、大変重要な取り組みである。 

 

３ EV の普及に向けた連携の必要性 

EV の普及を促進するためには、産業界や自治体が互いに連携して、ＥＶのた

めの社会インフラの整備などに取り組む必要がある。同時に、地域間の連携の

下、先進的な地域の取組を全国へ波及させていくことが重要である。 
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